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農業の有する多面的機能とは



１．日本型直接支払制度の概要

（基本理念）第二条

○農業の有する多面的機能は、その発揮により国民に多くの恵沢をもたらすものであり、
食料その他の農産物の供給の機能と一体のものとして生ずる極めて重要な機能である。

○多面的機能の発揮の促進に当たってはその発揮に不可欠であり、かつ、地域における
貴重な資源である農用地の保全を⾧年にわたって営まれたように、今後も地域の共同
活動とし実施されるよう推進が図られなければならない。

⇒日本型直接支払の取組が法律に位置付けられる
5

【背景】
○農村地域の高齢化、人口減少により地域の共同活動によって支えられて
いる多面的機能（国土保全、水源涵養、景観形成等）の発揮に支障

○農地集積が進む中で、水路・農道等の管理に係る負担が担い手に集中

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年
法律第78号） 制定



１．日本型直接支払制度の概要
多面的機能支払
：地域の共同活動を支援

中山間地域等直接支払
：農業生産条件の不利を補正

環境保全型農業直接支払
：自然環境保全に資する農業生産活動の追加的コストを支援
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２．中山間地域等直接支払制度の概要
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農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単
位に、農用地を維持・管理していくための取決め（協定）を
締結し、それにしたがって農業生産活動等を行う場合に、面
積に応じて一定額を交付する仕組み

〇第１期対策 平成１２年度～平成１６年度
〇第２期対策 平成１７年度～平成２１年度
〇第３期対策 平成２２年度～平成２６年度
〇第４期対策 平成２７年度～平成３１年度
〇第５期対策 令和 ２年度～令和 ６年度
〇第６期対策 令和 ７年度～令和１１年度

事業概要
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○概要



取組市町数は
昨年度から変更無し

・制度対象市町村数⇒２８
（農振地域のない太地町
及び北山村を除く）

・取組市町村数⇒２３
（協定締結されていない、
岩出市、高野町、美浜町、
新宮市、すさみ町を除く）

事業実施市町
岩出市

高野町

美浜町

すさみ町

太地町

北山村

新宮市
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事業実施市町



15°以上1/20以上急傾斜
8°以上1/100以上緩傾斜

対象農用地の基準
水田 畑（樹園地）
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基礎単価 ＝８割単価
体制整備単価 ＝１０割単価

【ネットワーク化活動計画の策定】

８割 １０割
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対象単価（10aあたり）



12

交付単価要件（活動内容）

耕作放棄地の
発生防止活動

水路の管理
（草刈り）活動

周辺林地の管理
（草刈り）活動
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交付単価要件（活動内容）

出典：農林水産省資料から引用
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２．体制整備単価

①統合またはネットワーク化の面積が10ha以上あること

②すでに協定面積が10ha以上（ネットワーク化含む）あり、体制の維
持、向上を図ろうとする集落協定

③１組織以上の農業者団体以外の組織又は構成員の10％以上の非農業
者が活動に参画する集落協定

体制整備単価の要件

体制づくりのイメージ 出典：農林水産省資料から引用
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第６期対策加算措置

①棚田地域振興活動加算（継続）

②超急傾斜農地保全管理加算（継続）

③ネットワーク化加算（新設）

④スマート農業加算（新設）

⑤集落機能強化加算（経過措置）

※集落機能強化加算（経過措置）は、第5期対策で集落機能強化加
算に取組んでいる集落協定のみ継続して取組むことが可能
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主 旨：認定棚田地域振興活動計画（認定計画）に基づき、
棚田地域の振興を図る取組を行う場合に加算

対 象：棚田地域振興法に基づく認定棚田地域振興活動計画
の協定農用地のうち田１/２０以上、畑１５°以上

取 組：棚田等の保全、多面的機能の維持発揮、棚田地域の
振興

目標設定：①棚田等の保全に関する目標
②棚田等の保全を通じた多面にわたる機能の維持・
発揮に関する目標

③棚田を核とした棚田地域の振興に関する目標

棚田地域振興活動加算は、「認定棚田地域振興活動計画」の目標と整
合が図られるものであり、第三者機関による意見聴取を行う必要がある。
※中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用 第８-2-(2)

棚田地域振興活動加算
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超急傾斜農地保全管理加算
主 旨 ：超急傾斜農地の保全等の取組を行う場合に加算

対 象 ：田で１/１０以上、畑で２０°以上

取 組 ：超急傾斜農地の保全（石積み等法面の補修等）
農産物の販売促進等（ブランド化等）

目標設定：①超急傾斜農地の保全
②超急傾斜農地で生産される農作物の販売促進等

① 獣害柵の設置 ② 農産物の販売
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ネットワーク化加算

複数の集落協定間でのネットワーク
化や統合を行ったうえで、主導的な役
割を担う人材の確保や農業生産活動等
の継続のための活動を行う場合に加算

対象協定 ：体制整備単価の集落協定

対象農地 ：20ha以上のネットワーク化（協議会等設置する場
合に限る）又は20ha以上の統合を行った協定

目標例 ：加工品の開発、販売を行い、販売額を〇円から△
円に増加させる
ネットワーク化した協定の〇％で機械利用の共同
化を行う。

ネットワーク化
出典：農林水産省資料から引用
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対象協定 ：体制整備単価の集落協定

対象農地 ：集落協定農用地

対象活動 ：リモコン式自動草刈機による除草
ドローンによる播種・防除・農薬散布

目標設定例：リモコン式草刈機を導入し、除草作業
時間を〇時間/日だけ減少させる。
ドローンを導入し、オペレーターを育
成するとともに、農薬散布に要する時
間を〇割削減させる。

リモコン式草刈機

ドローン

スマート農業加算
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対象協定 ：体制整備単価の集落協定

対象農地 ：第５期対策（Ｒ２～Ｒ６）に集落機能強化加算に
取り組んでいた集落協定のうち、１組織以上の農
業者団体以外の組織又は構成員の１０％以上の非
農業者が活動に参画する集落協定の農用地

対象活動 ：新たな人材の確保
集落機能を強化する取組

目標設定例：ＮＰＯとの連携体制を構築し、高齢者見回りサー
ビスを開始するとともに、ＮＰＯ法人の共同取組
活動への参加体制を構築する

集落機能強化加算（経過措置）



３．令和7年度 実施状況
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▲1,461
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令和７年度の実施状況（協定面積の推移）

第1期(H16) 第2期(H21) 第3期(H26) 第4期(R1) 第5期(R6) 第6期(R7)

系列1 12,288 11,993 11,560 10,099 9,038 8,045
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協定面積の推移

▲993 ▲34%
▲1,061



備考増減R7R6【県全体】

－60500560全体
協
定
数

＋56321265基礎単価(8割)

－116179295体制整備単価(10割)

－9938,0459,038交付面積（ha）

－1301,0491,179交付額（百万）

交付面積・交付額の減少要因

・高齢化の進行による協定参加者の減少

・役員不足による集落協定廃止

・所得超過者数の増加に伴い、交付対象農用地が減少（海南市、橋
本市、有田川町、みなべ町）
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令和7年度の実施状況（令和6年度との比較）
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令和７年度の実施状況（市町別一覧）
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取組金額
（円）

取組面積
（ha）

取組協
定数

取組の概要加算の名称

10,869,090959
認定棚田地域振興活動計画に
基づき、棚田地域の振興を図
る取組

棚田地域振興活
動加算

122,578,7402,04877超急傾斜農地の保全等の取組
超急傾斜農地保
全管理加算

2,312,305513
主導的な役割を担う人材の確
保や農業生産活動等の継続の
ための活動を行う

ネットワーク化
加算（新設）

17,426,41063016
スマート農業による作業の省
力化・効率化を図る取組

スマート農業加
算（新設）

4,000,0003192
新たな人材の確保に関する取
組又は集落機能強化する取組

集落機能強化加
算（経過措置）

令和7年度の実施状況（加算措置）
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４．令和7年度の取組
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○スマート農業加算

27

ネットワーク化活動計画・加算措置の啓発

○ネットワーク化活動計画

啓発内容

内容：担当者会議の開催・市町への啓発

目的：共同取組活動の省力化
内容：スマート農業技術に関する展示・実演会の実施

目的：集落協定が継続する体制づくり



〇ネットワーク化活動計画の啓発
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②すでに協定面積が10ha以上（ネットワーク化含む）あり、体制の維持、
向上を図ろうとする集落協定

③１組織以上の農業者団体以外の組織又は構成員の10％以上の非農業者
が活動に参画する集落協定

体制整備単価の要件

新たに①役員の承継計画、②体制の維持・向上に向けた取組
について話し合うことで体制整備単価を受けることが可能。

体制整備単価に取り組みやすい10ha以上の集落協定（県内90集落）を重
点的に推進するよう市町に啓発

①統合またはネットワーク化の面積が10ha以上あること



〇スマート農業加算の啓発
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スマート農業技術に関する展示・実演会

実演内容：散布用ドローン、センサー式自動捕獲システム
ラジコン草刈機、鳥獣害対策ドローン 等

開催日：令和８年１月16日
開 催地：和歌山県果樹試験場
主 催 ：近畿農政局

和歌山県（研究推進課、経営支援課、当室）
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５．令和8年度の取組
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令和8年度の推進啓発

【第6期対策の課題（国）】
○集落協定の構成員の高齢化が進み共同活動の体制が脆弱化。
○廃止の主な理由は高齢化等による人材不足によるもの。
○協定廃止となれば農地の荒廃化が進行するおそれがあるため、将来
に向けて共同活動が継続できる体制づくりが必要。

【当県の現状】
〇対策期間ごとに協定農用地が大幅に減少（約10％減）。
〇第5期対策から第6期対策にかけて60集落協定が廃止。
〇体制整備単価の取組数が116減少。

出典：農林水産省資料から引用

第6期対策期間中に体制整備単価等の推進を図ることで
集落協定の廃止を抑制する必要がある
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令和8年度の推進啓発
①共同活動継続のための支援

【目的】
①集落ごとの運営安定化により協定の廃止を抑制
②多様な人材の参画による活動継続性の向上

多様な人材の参画体制の維持・向上に向けた取組

出典：農林水産省資料から引用出典：農林水産省資料から引用

【主旨】
市町担当職員と協力してネットワーク化活動計画の策定について集
落協定に働きかけ、集落運営体制の維持を図る
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令和8年度の推進啓発
②農地保全省力化の支援

【目的】
①導入に対する心理的・技術的ハードルの低減
②省力化による営農の継続性向上

ラジコン式草刈機 鳥獣害対策ドローン

【主旨】
スマート農業技術に関する展示・実演会等の開催等により作業の
省力化・効率化を推進し、営農負担を軽減する
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③農業生産継続のための支援

令和8年度の推進啓発

【目的】
獣害による被害の抑制と営農の継続性の向上

【主旨】
現場で必要とされる技術的支援（獣害柵点検、設置等）
を提供し、営農継続性の向上を図る
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集落協定の廃止を抑制し、多面的機能の持続的な発揮に

③農業生産継続のための支援

令和8年度の推進啓発

①共同活動継続のための支援

②農地保全省力化の支援

期待される効果：役員確保等による活動継続性の向上

期待される効果：獣害による被害の抑制と営農の継続性の向上

期待される効果：省力化による営農の継続性向上


